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１ 人口に関する分析 

（１）人口・世帯 

①総人口・地区別人口の分析 

⚫ 東御市の総人口は 2005年をピークに減少傾向にあり、2015年は 30,107人である。2018年

に発表された社人研の推計では、人口はさらに減少し、2045 年には 23,781 人になると予

測される。 

⚫ 2015 年に策定した「東御市人口ビジョン」では、「出生率を高める」、「若者流出に歯止め

をかける」、「定住者を増やす」等の取組みによって人口流出に歯止めをかけ、2045 年に

28,041人、2060 年には 28,000人の総人口を確保するという目標を掲げている。 

 

図 1 人口の推移と将来推計 

※2000 年までは旧北御牧村と旧東部町の合算値 

出典： 実績値 総務省「国勢調査」（1980 年～2015 年） 

推計値 国立社会保障人口問題研究所による人口推計（2018 年） 

東御市人口ビジョン（2015 年） 

 

図 2 直近１０年の総人口の推移 

出典：総務省「国勢調査」、長野県「毎月人口異動調査」 

  

29,320

28,389

27,406

26,309

25,084

23,781

26,841

27,884

28,954

30,157

30,944
31,271

30,696
30,107

29,314
28,745

28,299 28,062 28,063 28,041 27,974 27,924 28,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2050年 2055年

社人研推計 市独自推計 実績

（人）

実績値（国勢調査） 推計値

31,137 30,923 30,696 30,525 30,337 30,277 30,041 30,107 29,967 29,737

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

（人）



2 

⚫ 県内他市と比較して、人口総数は少なく、県内の市としては 3 番目に人口規模が小さい。 

⚫ 一方で、人口総数が 5万人以下の県内の市の中では、人口減少率が最も小さい。 

 

図 3 人口総数の県内他市比較（2015 年） 

 

出典：総務省「国勢調査」（2015 年） 

 図 4 人口増減率の県内他市比較 

 

出典：総務省「国勢調査」（2010 年、2015 年） 
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⚫ 人口規模は田中地区が最も大きく、北御牧地区が最も小さい。 

⚫ 地区別人口はどの地区も減少傾向にある。 

⚫ 減少率は和地区が最も小さく、北御牧地区が最も大きい。 

 

図 5 地区別人口の推移 

 

出典：東御市市民課 
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図 6 詳細地区別人口の推移 

 

  

⚫ 各地区とも総人口は減少しているが、地区別の人口を詳細に見ると、人口が増加している

地域がある。2013年から 2017までの人口増減率を見ると北御牧地区の「芸術むら」「白樺」

地域は最も人口増加率が大きい。 

⚫ 一方で、人口減少率では北御牧地区の「畔田」が最も大きい。また、地区全体の人口減少

率が最も小さい和地区であっても、「西沢井」「西入」「睦」の人口減少率は 10％を超えてい

る。 

出典：市民課市民係 

 

区　　名 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年
2013→2017

年の増減率
区　　名 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

2013→2017

年の増減率

加沢 1,713 1,654 1,647 1,705 1,707 -0.4% 赤岩 307 306 306 299 296 -3.6%
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田楽平 75 83 72 70 67 -10.7% 人口減少地区（10％以上）

中八重原 324 326 304 312 301 -7.1%
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芸術むら 168 179 188 196 197 17.3%

白樺 111 111 115 121 128 15.3%

切久保 224 225 217 219 213 -4.9%
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②年齢３区分人口の分析 

⚫ 社人研の推計では、0-14 歳の年少人口及び 15－64 歳の生産年齢人口は一貫して減少し続

ける一方で、65 歳以上の高齢者人口は 2040年のピークまで緩やかに上昇し続ける。 

⚫ 構成比では、高齢化率（65歳以上人口の割合）が一貫して上昇し続け、2040年には総人口

の 40.3％に達すると推計されている。 

図 7 年齢３区分人口の推移と推計 

※2015 年までは実績値、2020 年以降は推計値 

出典： 実績値 総務省「国勢調査」（1980 年～2015 年） 

推計値 国立社会保障人口問題研究所による人口推計（2018 年） 

 

図 8 年齢３区分人口割合の推移と推計 

※2015 年までは実績値、2020 年以降は推計値 

出典： 実績値 総務省「国勢調査」（1980 年～2015 年） 

推計値 国立社会保障人口問題研究所による人口推計（2018 年）  
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⚫ 「東御市人口ビジョン」（2015年）では、「2030年までに出生率が 1.8程度に回復し、2040

年までに人口置換水準の 2.1程度に達すること」「純移動数が 2010 年→2015年の水準で推

移すること」を仮定し、独自の人口推計を行っている。 

⚫ 独自推計では、０-14歳人口は 2030年から増加に転じ、15-64歳人口も 2050年から増加す

る。また、65歳以上人口は、2045年がピークとなり、11,294 人に達する。 

図 9 社人研推計と市独自推計の比較 

■0-14 歳人口 

■15-64 歳人口 

■65 歳以上人口 

 

出典：実績値 総務省「国勢調査 

推計値 東御市人口ビジョン（2015 年）、国立社会保障・人口問題研究所（2018 年）  
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⚫ 2015年の高齢化率は 28.9％であり、全国の水準よりは高いものの、県の水準は下回ってい

る。県内他市と比較すると、5番目に高齢化率が低い。 

⚫ 地区別に人口構成比を見ると、北御牧地区が最も高齢化率（65歳以上人口の割合）が高い。 

 

図 10 高齢化率の国、県及び県内他市との比較（2015 年） 

出典：総務省「国勢調査」（2015 年） 

 

図 11 地区別年齢構成比率（2015 年） 

出典：総務省「国勢調査」（2015 年） 
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⚫ 2015 年時点実績値による人口ピラミッドでは、男女共に 65-69 歳人口が最も多く、40-44

歳が次に多い。一方で、20-24歳人口が最も少ない。 

⚫ 2045年時点の推計値による人口ピラミッドでは、男女共に 70-74歳人口が最も多い。後期

高齢者の数が多くなり、女性の 90歳以上人口は 874人に達する。 

 

図 12 男女別年齢 5 歳階級別人口（2015 年実績値・2045 年推計値） 

■2015 年実績値 

 

出典：総務省「国勢調査」（2015 年） 

■2045 年推計値 

 

出典：国立社会保障人口問題研究所推計（2018 年推計）  
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③世帯人口の分析 

⚫ 世帯数は年々増加しており、2015年は 11,007世帯である。一方で、1世帯あたりの人口は

減少しており、2015年には 1 世帯あたり 2.7人となっている。 

⚫ 世帯の類型別構成比をみると、「夫婦と子と親の世帯」「夫婦と子の世帯」が 2000年から減

少している。一方で、「単独世帯」「夫婦のみ世帯」「1人親と子の世帯」が増加している。 

 

図 13 世帯数の推移及び１世帯あたりの人口の推移 

出典：総務省「国勢調査」 

 

図 14 一般世帯構成比の推移 

 

出典：総務省「国勢調査」 

 

  

8,250
9,319 9,859 10,212 10,801 11,007

3.5
3.2 3.1 3.1

2.8 2.7

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

世帯数 1世帯当たり人口
（戸） （人／戸 ）

単独世帯

16.4

16.4

19.4

22.0

夫婦のみ世帯

19.8

20.0

22.3

23.1

一人親と

子の世帯

7.4

8.1

9.2

9.4

夫婦と子の世帯

32.4

33.3

30.2

29.1

夫婦と子と

親の世帯

16.8

13.8

10.5

8.4

その他の世帯

7.1

8.4

8.3

8.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

2000年

2005年

2010年

2015年



10 

⚫ 単身高齢者世帯数は増加傾向にあり、2015年には 1,106世帯に達している。これは総世帯

の 10.1％にあたり、単身世帯の約半数は単身高齢者世帯である。 

 

図 15 単身高齢者世帯数と総世帯数に占める単身高齢者世帯の割合の推移 

 

出典：総務省「国勢調査」 
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④自然動態 

⚫ 2006年以降は常に死亡数が出生数を上回っている。また、出生数は減少傾向であり、2006

年時点と比べて自然減傾向が強まっている。 

⚫ 合計特殊出生率は国、県を上回っているものの、2003年-2007 年の期間まで減少し続けた。

2008年-2012年にはわずかに改善して、1.59となった。 

⚫ 県内の市では、6 番目に合計特出生率が高い。 

図 16 出生数及び死亡数、自然動態の推移 

 

出典：長野県「人口動態調査」 

図 17 合計特殊出生率の推移の国、県との比較 

■合併前                       ■合併後 

出典：厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」 

図 18 合計特殊出生率の県内他市比較（2013 年） 

出典：厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」（2013 年）  
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⚫ 年齢 5歳階級別の出生数をみると、2006 年までは 25-29歳が最も多かったが、2011年以降

30-34歳が最も多くなっており、晩産化の傾向が見られる。 

⚫ 未婚率を男女別に見ると、男性では 35-39歳の未婚率が 1985年から 2015年で 19.0ポイン

ト上昇しており、女性では 30-34歳の未婚率が 25.9ポイント上昇している。 

図 19 女性の年齢 5 歳階級別出生数の推移 

出典：厚生労働省「人口動態調査」 

図 20 男性の年代別未婚率の推移 

出典：総務省「国勢調査」 

図 21 女性の年代別未婚率の推移 

出典：総務省「国勢調査」  
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⚫ 生涯未婚率（50 歳時点の未婚率）は男女共に上昇しており、特に男性は 1985 年と比較し

て 6.2倍になっている。 

⚫ しかしながら、生涯未婚率を県内他市と比較すると男性は 7番目に低く、女性は最も低い。 

図 22 男女別生涯未婚率の推移 

※生涯未婚率：50 歳時点の未婚率 

出典：総務省「国勢調査」 

図 23 男性の生涯未婚率の他市比較（2015 年） 

出典：総務省「国勢調査」（2015 年） 

図 24 女性の生涯未婚率の他市比較（2015 年） 

出典：総務省「国勢調査」（2015 年）  
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⑤社会動態 

⚫ 転入者数・転入者数は共に減少傾向であるが、直近 10年はわずかに転出超過の年が多い。 

⚫ 転入・転出者数を県内・県外別にみると、県外転入転出者の方が県内転入転出者よりも少

ない。しかしながら、県外への純移動数（転入者数-転出者数）は常にマイナスであり、流

出する人数が多い。 

図 25 転入数、転出数及び社会動態の推移 

出典：長野県「毎月人口異動調査」 

図 26 本市への県内外からの転入数の推移    図 27 本市から県内外への転出数の推移 

  

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

図 28 県内外の純移動数の推移 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」  
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⚫ 年齢階級別に男性の純移動数（転入者数-転出者数）の状況を時系列で見ると、10代後半か

ら 20代前半に転出超過となり、20代後半以降転入超過の傾向となっている。 

⚫ しかしながら、「20-24歳→25-29歳」の純移動数は減少している。また、30代後半から 50

代前半にかけて転入する人口も 1985年-1995年と比較して減少している。 

 

図 29 年齢階級別純移動数の推移（男性） 

出典：内閣府「RESAS」 
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⚫ 年齢階級別に女性の純移動数（転入者数-転出者数）の状況を時系列で見ると、男性と同様

に 10代後半から 20代前半に転出超過となり、20代後半以降転入超過の傾向がある。 

⚫ しかし、「1985年→1990年」や「1990年→1995年」と比較して、20代後半から 40代前半

に転入する人口が減少している。 

 

図 30 年齢階級別人口移動の推移（女性） 

 

出典：内閣府「RESAS」  
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⑥広域的な日常の移動 

⚫ 市内に住む人のうち、8,369人が市内で働いている。 

⚫ 市内に住む人の市外の従業地としては、上田市が最も多く、ついで小諸市、佐久市が多い。 

⚫ 市内で働く市外の人の常住地としても、上田市が最も多く、ついで小諸市、佐久市が多い。 

⚫ 昼夜間人口比率（市内従業者／市内常住者）は 93.3％であり、市外へ働きに出る人の方が

市外から働きに来る人より多い。市町村別にみると、上田市・長野市・軽井沢町では、東

御市から働きに行く人の方が、東御市に働きに来る人より多い。 

 

 図 31 市内従業者数及び従業者数と昼夜間人口比率（2015 年） 

 

 

典：総務省「国勢調査」（2015 年）  
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２ 産業に関する分析 

（１）市の産業構造及び労働環境 

①産業構造 

⚫ 産業３分類別に就業者数を見ると、第 1 次産業及び第 2 次産業の割合が減少しており、第

3次産業の割合が増加している。 

⚫ 産業別に見ると、「製造業」の従業者数は 4,850人で最も多く、ついで「卸売業・小売業」

が多く 2,121 人である。事業所数では、「卸売業・小売業」が 283 事業所で最も多く、「建

設業」、「製造業」が続く。 

 

図 32 産業３分類別就業者数割合の推移 

出典：総務省「国勢調査」 

図 33 産業別民営事業所数と従業者数（2016 年） 

出典：経済産業省「経済センサス活動調査」（2016 年）  
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⚫ 産業別に事業所数と従業者数の県に対する特化係数をみると、事業所数・従業者数共に「農

林漁業」「製造業」「運輸業・郵便業」で 1を上回っている。 

⚫ 付加価値額は「製造業」が最も高く 24,178 百万円である。ついで、「卸売業・小売業」が

多い。一人当たり付加価値額は、「金融業・保険業」についで、「製造業」が高い。 

図 34 民営事業所数及び従業者数の対県特化係数（2016 年） 

出典：経済産業省「経済センサス活動調査」（2016 年） 

図 35 産業別付加価値額及び一人当たり付加価値額（2016 年） 

出典：経済産業省「経済センサス活動調査」（2016年）  
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②労働環境 

⚫ 労働力人口は 2005年以降、減少し続けている。完全失業率は 2010年をピークに、2015年

には 5.2％に減少している。 

⚫ 有効求人倍率は 2001 年までは全国の動きに合致しながらも常に全国の倍率を上回ってい

る。2009年以降は、全国的な景気の回復の影響を受け、上昇を続けている。 

図 36 労働力人口と完全失業率 

出典：総務省「国勢調査」 

図 37 有効求人倍率の推移と全国との比較 

※各年 1月の実績値 

出典：上田公共職業案内所業務月報  
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（２）第１次産業 

⚫ 総農家数は減少し続けており、2015年には 2,369戸となっている。内訳をみると、販売農

家が減少する一方で、自給的農家が増加している。 

⚫ 農業就業人口も減少し続けており、2015 年には 2000 年から 41.2％減少し、1,891 人とな

った。 

⚫ 農業就業人口の平均年齢は国及び県では上昇しているが、東御市では 2015 年に低下し、

66.9歳となっている。 

図 38 農家数の推移 

出典：農林水産省 「農林業センサス」 

図 39 農業就業人口の推移 

※農業就業人口：15歳以上の農家世帯員のうち、農家のみに従事した人または兼業で農業が主の人 

出典：農林水産省 「農林業センサス」 

図 40 農業就業人口の平均年齢の推移の他市比較  

出典：農林水産省「農林業センサス」  
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⚫ 経営体当たりの耕地面積は全国と比較すると低い水準にあるが、県と比較するとわずかに

大きく、ここ１０年で拡大しており、農地の集積が見られる。 

⚫ 耕作放棄地面積は合計では横ばいであるが、自給的農家においてわずかに増加している。 

⚫ 耕作放棄率は国、県と比較すると周辺市と同様に、高い水準にある。 

図 41 経営体当たりの経営耕地面積 

出典：農林水産省「農林業センサス」  

図 42 耕作放棄地面積の推移 

※耕作放棄地面積：総農家の耕作放棄地面積＋土地持ち非農家の耕作放棄地面積 

出典：農林水産省「農林業センサス」 

図 43 耕作放棄率の他市比較 

※耕作放棄率：耕作放棄地面積／（総農家の経営耕地面積＋耕作放棄地面積） 

出典：農林水産省「農林業センサス」  
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（３）第２次産業 

⚫ 2007年と比較して、製造業の事業所数及び従業者数は減少している。 

⚫ 従業員規模別の事業所数の割合をみると、2009 年→2004 年で、「4-9 人」の割合が減少し

ており、従業員 30人以上の事業者の割合がわずかに増加している。 

⚫ 製造品出荷額等の推移をみると、東御市は県平均の約 5割の水準で推移しており、2009年

は以降は増加傾向にある。 

図 44 製造業の事業所数、従業員数の推移 

出典：経済産業省「工業統計」 

図 45 製造業の従業員規模別の事業所割合 

出典：経済産業省「工業統計」 

図 46 製造品出荷額等の推移 

出典：経済産業省「工業統計」  
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⚫ 産業中分類別に製造品出荷額等を見ると、「情報通信機械器具製造業」が最も高く、ついで

「輸送用機械器具製造業」が高い。県に対する特化係数では、「プラスティック製品製造業」

「金属製品製造業」「情報通信機械器具製造業」「輸送用機械器具製造業」「その他製造業」

が 1を上回っている。 

⚫ 産業の生産性を示す従業員一人当たり粗付加価値額は「情報通信機械器具製造業」「輸送用

機械器具製造業」が高い。 

 

図 47 産業中分類別製造品出荷額等と対県特化係数（2017 年） 

 

図 48 産業中分類別粗付加価値額と従業員 1 人あたり粗付加価値額（2017 年） 

出典：経済産業省「工業統計」（2017 年）  
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（４）第３次産業 

①卸売・小売業 

⚫ 卸売業の事業所数は微増傾向であり、小売業は横ばいである。 

⚫ 従業員数は 2014 年から 2016年で卸売業・小売業共に減少している。 

⚫ 年間商品販売額は卸売業・小売業共に増加傾向にある。 

図 49 卸売・小売業の事業所数の推移 

出典：経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年、2016年）「商業統計」（2014 年） 

 

図 50 卸売・小売業の従業員数の推移 

出典：経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年、2016年）「商業統計」（2014 年） 

図 51 卸売・小売業の年間商品販売額の推移 

出典：経済産業省「経済センサス活動調査」（2012年、2016年）「商業統計」（2014 年）  
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⚫ 周辺他市と比較して、卸売業の年間商品販売額は最も低く、1 事業所あたりの年間商品販

売額も低い。 

⚫ 一方で、小売業の年間商品販売額も周辺他市と比較して最も低いが、1 事業所あたりの年

間商品販売額では最も高い。 

 

図 52 年間商品販売額の周辺他市比較 

■卸売業 

■小売業 

 

出典：経済産業省「経済センサス活動調査」（2016 年） 
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②観光 

⚫ 市内主要観光地の直近 10年の延利用者数を見ると、「湯の丸高原」は横ばい、「海野宿」は

2014年までは減少傾向だったが、2014 年以降増加した。「芸術村公園」は減少傾向である。 

⚫ 主要観光地の一人当たり観光消費額をみると、わずかに増加傾向である。 

図 53 主要観光地の延利用者数の推移 

出典：長野県「観光地利用者統計調査」 

 

図 54 主要観光地の一人当たり観光消費額の推移 

出典：長野県「観光地利用者統計調査」 
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